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皆様には、平素より、琉球銀行をご利用、お引き立ていただきまして、誠にありがとうございます。
今年も、多くの皆様に琉球銀行をより一層理解していただくために、「琉球銀行の現状」（2020年版ディスクロー

ジャー誌）を作成しました。

金融経済環境
2019年度の国内経済は、年度の前半は企業業績が堅調を維持し雇用情勢の着実な改善が続いたことから、消費

にも底堅さがみられ緩やかな回復が続きました。年度の後半は、10月の消費税率引き上げ後に個人消費が弱含みと
なり、また年度の終盤には新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、経済は大幅に下押しされ厳しい状況となり
ました。

県内経済においては、年度の前半は入域観光客数の増加を背景に観光が好調を維持し、高水準な民間・公共工事
により建設も概ね順調に推移しました。さらに雇用情勢の改善により消費も概ね堅調に推移したことも伴い拡大を続
けました。しかしながら、消費税率引き上げ後に消費が弱含み、年度の終盤には新型コロナウイルス感染症拡大の影
響から、特に入域観光客が激減し、宿泊施設の稼働が急低下するなど、観光が一転して弱くなったことから景気は後
退しました。

事業の経過および成果
このような環境のもと、中期経営計画「Customer Centric2017」の最終年となった今年度は、「顧客本位の収益

モデルの展開」を目標に、コンサルティング業務を通じたソリューションの提供による顧客基盤拡大、非金利収入増強
を図りながら、業務効率化および人材育成改革を積極的に推し進めてまいりました。

法人ビジネス戦略では、好調を維持していた沖縄県経済を支えるため資金ニーズへの積極的な対応や、事業承継
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支援、民事信託を活用した相続ニーズへの対応等に積極的に取り組みました。これらに加え、なお一層の法人ソ
リューション提案力の強化を目的に銀行本体にてリース案件の媒介業務を開始し、これにより従来の紹介業務よりも
踏み込んだ提案が可能となりました。また、昨年度に引き続き「OKINAWA　STARTUP　PROGRAM」を株式会社
沖縄タイムス社など県内4社と共同開催したほか「BORベンチャーファンド1号投資事業有限責任組合」を通じた出資
を積極的に行う等、他県にはない独自のベンチャー企業（スタートアップ）の創出・育成に取り組みました。

個人ビジネス戦略では、2019年6月に個人特化型店舗「パルコシティ出張所（りゅうぎん パルコシティ・パーソナ
ルプラザ）」を新規に出店し、個人のお客様の資産運用のご相談から住宅ローンを含む各種ローンのご相談まで、ラ
イフステージに応じたお客様の資産形成ニーズにお応えできる体制を整えました。また、2019年10月にはお客様の
相続や資産承継ニーズをサポートするため、トータルプランニングの取り組みを強化することを目的に「遺言信託・遺
産整理」業務の取り扱いを開始しました。

カード戦略では、個人向けのりゅうぎんVisaデビットカードが発行累計枚数13万枚を突破したほか、2017年１月よ
り取り扱いを開始しているカード加盟店サービスの加盟店数は6,000店を突破しました。沖縄県と同様に観光客が
増加しカード決済ニーズが高まりつつある奄美群島地域の奄美信用組合様とカード加盟店サービスの提携を行った
ほか、地域活性化および地域住民の生活環境の充実を目的に八重山地域や伊江村などと「キャッシュレス推進に関す
る地域協定」を締結しました。また、2020年度には隣国台湾で最も浸透している「悠遊カード（悠遊卡股份有限公
司）」の加盟店業務を国内で初めて開始することになり、今後は日本国内での展開を支援させていただくこととなりま
した。今後も引き続き、沖縄本島のみならず、これまで金融サービスの提供が難しかった離島地域においても、金融
仲介機能を発揮し地域社会の発展に寄与してまいります。

対処すべき課題
これまで好調に推移してきた沖縄県経済は、2019年末頃より日韓関係の悪化や新型コロナウイルス感染症拡大

などにより、観光関連業にとどまらず幅広い業種で非常に大きな影響を受けています。その影響は雇用環境にも及ん
でおり、全体的にリーマンショック時よりも厳しい状況だと認識しています。

当行の営業現場はお客様を訪問し新型コロナウイルス感染症拡大による影響を確認したうえで、借入金の元金返
済を据え置く提案を行っているほか、新規の借入相談にも積極的に応じるなど、お客様の資金繰りを支援しておりま
す。

さらに、沖縄振興開発金融公庫との連携、電話での相談受付の開始、雇用調整助成金相談窓口の設置などお客様
の支援体制を強化しました。また、行員が感染するリスクに備えて二交代制の勤務体制とするなど、金融サービスの
継続にも全力で取り組んでおります。

このような厳しい環境の中にありますが、2020年4月より中期経営計画「SINKA 2020」（期間3年：2020年4月～
2023年3月）をスタートさせました。

新しい中期経営計画「SINKA 2020」では、「景況に左右されず、どんな時も地域を支え、地域の発展に寄与する真
のリーディングバンクへ」を目指す姿に掲げ、前回の中期経営計画の流れを汲みつつ、預金、融資、為替といった銀行
本来のコア業務を「進化」させ、新たに取り組んできたキャッシュレス決済などの銀行付随業務の「深化」を図り、琉球
銀行グループ全役職員がチャレンジし続けることで「SINKA」していくという思いが込められております。

具体的には、人材育成改革によりお客様に付加価値の高いサービスを提供できる人材を増やしていくとともに、営
業店現場改革による業務効率化を徹底的に行い、お客様と向き合う時間を創出することで顧客本位の業務運営態勢
を確立させ、法人ビジネス戦略、リテールビジネス戦略、キャッシュレス戦略、チャネル戦略で掲げた各施策をスピー
ディーに実行に移し、新中期経営計画の目指す姿に掲げる「景況に左右されず、どんな時も地域を支え、地域の発展
に寄与する真のリーディングバンクへ」の達成に向け取り組んでまいります。

今後も引き続き、「地域から親しまれ、信頼され、地域社会の発展に寄与する銀行」という経営理念を達成すべく、地
域の課題解決に努め、お客様が真に求める商品・サービスの提供に努めてまいります。

010_0894585682007.indd   4 2020/08/05   15:51:13




